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研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青南病院　　　　職　種　　看護師　　　　　　氏　名　相馬　亜紀子

	期　　間　　平成29年12月17日

	出張目的　　技能実習責任者講習参加の為　

	出 張 先　　ウェルネット

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

技能実習制度は、開発途上地域への技能等の移転を図りその経済発展を担う「人づくり」に協力することを目的とする制度で、我が国の国際貢献において重要な役割を果たしている。今回この制度に「介護」が新設された。外国人技能実習生の問題は、賃金、失踪、価値観の違い等様々あり、外国人労働者を介護で使うことは、日本人を介護で使うことよりもデメリットがある。しかし、実習生を受け入れる実習実施機関には、職場環境の活性化や、職員の意識の向上、業務効率の向上等のメリットが期待できる。それらを踏まえ、今後は、円滑に実習生の受け入れが行われるよう体制整備を進めていきたいと思う。そして単に人手不足の解消のために受け入れるのではなく、日本語教育や技能研修などに力を入れ、実習生をきちんと育成し、国際貢献・国際協力に寄与できるようにしたい。

【内容】

1.外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律について

〇技能実習の流れ

(1)第1号技能実習開始までの流れ

①技能実習計画の認定申請

②技能自習計画の審査・認定

③認定通知書の交付

④在留資格認定証明書の交付申請

⑤在留資格認定証明書の交付

(2) 第2号技能実習開始までの流れ

①受検

②試験結果の通知

③技能実習計画の認定申請

④技能実習計画の審査・認定

⑥認定通知書の交付

⑦在留資格の変更許可申請

⑧在留資格の変更許可

(3)技能実習2号への移行

技能実習生は、「技能実習1号」終了時に技能習得の成果が一定水準以上に達していると認められる等して、移行対象職種・作業について技能検定2級等に合格し、在留資格変更許可を受けると、「技能実習2号」へ移行するができる。

(4)第3号技能実習開始までの流れ

①一般監理事業の許可申請

②許可証の交付

③受検

④試験結果の通知

⑤技能実習計画の認定申請

⑥技能実習の審査・認定

⑦認定通知書の交付

⑧一旦帰国

⑨在留資格の変更許可申請

⑩在留資格の変更許可

〇技能実習生の保護

(1)禁止行為

①暴力、脅迫、監禁等による技能実習の強制の禁止

②技能実習に係る契約の不履行についての違約金等の禁止

③旅券・在留カードの保管等の禁止

2．出入国管理及び難民認定法について

〇入国・在留許可申請手続き

(1)入国前審査

①ビザの発給

②在留資格認定証明書制度

(2)入国許可申請手続き

③在留資格制度

④中長期在留者の在留カード

⑤住民基本台帳制度への届出

(3)在留許可申請手続き

①在留資格の変更許可

②在留期間の更新許可

③再入国許可

④みなし再入国許可の制度

〇罰則

(１)不法就労

①正規の在留資格を持たない不法滞在者が行う収入を伴う活動

②正規の在留資格を持っている外国人が、入国管理局から働く許可を受けずに、与えられた在留資格以外の収入伴う活動

③入国管理局から認められた範囲を超えて働くケース

(2)不法就労助長罪

①事業活動に関し、外国人を雇用するなどして不法就労活動をさせる行為

②外国人に不法就労活動をさせるために、自己の支配下に置く行為

③業として、外国人不法就労活動をしていることを雇用主が知らないことに加湿があったときも処罰は免れない。

3.労働関係法令について

〇労働基準法、関係政省令等について

(1)労働契約の締結：労働契約は、入国前に締結しなければならないことに留意が必要

①労働契約の原則

労働契約は、技能実習生及び実習実施機関が対等の立場における合意に基づいて締結し、又は変更
すべきである。

②労働契約の期間

期間の定めがない場合を除き、労働契約期間の上限は、原則3年である。技能実習生は、1年を超える契約を締結した場合でも、1年経過後は、実習実施機関に申し出ることによって、いつでも退職できる。

③差別取り扱いの禁止

実習実施機関は、技能実習生の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取り扱いをしてはならない。

④就業規則の効力

労基法で定める基準に達していない労働条件を定める基準に達していない労働条件を定める労働協約、就業規則及び労働契約は、その部分について無効となる。

⑤労働条件の明示義務

実習実施機関は、労働契約の締結に際し、技能実習生に対して賃金、労働時間等の労働条件を明示しなければならない。

⑥賠償予定の禁止

技能実習生が、技能実習期間の途中で帰国する等労働契約の不履行について、違約金を定めたり、損害賠償額を予定する約束をしてはならない。

⑦前借金相殺の禁止

⑧強制貯金の禁止

〇労働安全衛生法、関係政省令等について

(1)実習実施機関の講ずべき安全・健康確保措置

実習実施機関は、安全衛生管理体制を確立するとともに、必要な危害防止措置等を講ずることが求めれる。技能実習生に対する安全衛生教育を実施するに当たっては、技能実習生の母国語の安全標識・説明や、分かりやすい日本語の使用など、技能実習生が、教育内容を確実に理解・実行することができるように配慮する必要がある。

4.技能実習指導の行い方

○技能実習計画の作成の留意点

技能実習計画には、知識習得活動と技能等習得活動のそれぞれについて、具体的なスケジュール、カリキュラム、指導体制等を記載する。実習実施機関の現場で行うOJTの内容を明確にし、どのような内容の講習が効果的か考え、日本語、生活安全、習得する技能等に関する知識等について講義内容を計画する。

○習得技能等の評価

技能実習1号から技能実習2号への移行を希望する技能実習生は、国の「技能検定試験」又はJITCO認定による「技能実習評価試験」に受験し、一定水準以上の技能等を習得しているという評価を受けることが必要で、試験に合格した者のみが、2年目へ移行できることになっている。

○技能実習評価試験制度

技能実習評価試験制度は、入管法に基づき、公益財団法人国際研修協力機構（JITCO）から「公的評値システム」として認定を受け、職種ごとの試験実施機関において、移行対象職種としての技能評価ためし験を実施している。

○技能実習記録のつけ方

作成者は、技能実習指導員でもその補助者でも構いがいずれの場合も、技能実習管理者内容を確認の上、該当欄に押印をする。技能実習記録には、「技能実習計画の達成の度合」と「達成状況に応じた指導内容の変更内容」の欄を設けてあるため、必要に応じて記入する。

5.労働災害防止・労働災害時対応について

(1)技能実習生に関する安全点検

①雇入れ時の安全衛生教育の確実な実施

②作業手順の遵守等の基本的な労働災害防止対策の徹底

③労働災害防止に関する標識・掲示等

④労働災害防止のための日本語教育

(2)技能実習生の死亡又は労働災害が発生した場合の対応

①技能実習生が死亡したときは、地方入国管理局等に報告

②技能実習生の労働災害や通勤災害が発生した場合は、休業の有無を問わず、遅滞なく報告する。

③技能自習性の労働災害については、所轄労働基準監督署長へ「労働者死傷病報告」を提出する。

④技能実習生が労働災害等により実習継続が不可能となったときは、地方入国管理局に報告する。

6.個人情報の保護の取り扱いに係る技能実習法の遵守と公正な採用選考の推進について

○個人情報保護の適正管理措置

（1）個人情報を目的に応じ必要な範囲において、正確かつ最新のものに保つための措置

（2）個人情報の紛失、破壊及び改ざんを防止するための措置

（3）正当な権限を有しない者による個人情報へのアクセスを防止するための措置

（4）保管する必要のなくなった個人情報を破棄又は削除するための措置

7.技能実習生との向き合い方について

○技能実習生とのコミュニケーションの取り方について

（1）円滑なコミュニケーションが、現場における安全確保に果たす役割は大きいことを深く認識する。

（2）実習生の体調不良や日常生活で抱える悩み等が、作業の安全に及ぼす影響も懸念されるため、問題点の把握に努め、生活指導の徹底により適切な対応につなげる。

（3）母国の家族等との円満な関係が日本での生活に果たす役割は少なくないことから、コミュニケーション状況に気を配る。

（4）生活上の注意転について指導するだけではなく、技能実習生の生活状況を把握したり、技能実習生の相談に乗る等して、問題の発生を未然に防止する。
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